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令和７年度食品健康影響評価技術研究公募要領 

 

  

 

はじめに 

  

食品安全委員会は、食品中に含まれるハザードを摂取することによって、どのくらいの

確率でどの程度健康に悪影響を及ぼすかについて、科学的に評価（食品健康影響評価（リ

スク評価））※1を行っています。このリスク評価の実施又は評価方法のガイドライン等※2

の策定に必要なデータ、知見等を得ることを目的として、委託研究事業「食品健康影響評

価技術研究」（以下「研究」という。）を実施しています。 

研究の実施に当たっては、今後５年間に食品安全委員会において推進すべき研究・調査

の目標及びその達成に向けた方策（道筋）を明示した「食品の安全性の確保のための研究

・調査の推進の方向性（ロードマップ）」（平成 22 年 12 月 16 日 食品安全委員会決定、

最終改正：令和６年６月 25 日）※３を踏まえ、「食品健康影響評価技術研究及び食品安全

確保総合調査の優先実施課題（令和７年度）」（令和６年９月 17 日 食品安全委員会決定）

を定め、ここに掲げる研究事業について、令和６年９月 24 日より 10 月 23 日まで公募を

行い、審査を経て採択課題を決定し、研究を実施しているところです。 

今般、食品の安全性の確保の観点から緊急性・重要性が高く、研究の成果が求められる

別紙１に掲げる研究課題について、二次公募を行います。 

応募された研究課題は、必要な審査を経てその採否が決定されます。採択された研究課

題は、採択決定の通知を受けた研究者又はその者の所属する機関の長と食品安全委員会事

務局との間で締結する委託契約※に基づき実施することとなります。 
※ 分担研究者がいる場合は、その者又はその者の所属する機関の長とも委託契約を締結します。 

 

※１ 食品健康影響評価（リスク評価） 

  https://www.fsc.go.jp/yougoshu/kensaku_hyouka.html 
 

※２ リスク評価結果、策定したガイドライン 

  https://www.fsc.go.jp/hyouka/ 
 

※３ 「食品の安全性の確保のための研究・調査の推進の方向性（ロードマップ）」

（平成 22年 12月 16日 食品安全委員会決定、最終改正：令和６年６月 25日） 

  https://www.fsc.go.jp/chousa/roadmap.data/kitei_r6_roadmap.pdf 
 

https://www.fsc.go.jp/yougoshu/kensaku_hyouka.html
https://www.fsc.go.jp/hyouka/
https://www.fsc.go.jp/chousa/roadmap.data/kitei_r6_roadmap.pdf
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第１ 公募課題 

 

（注１）応募する研究課題の内容がこれまでの研究課題と重複する場合は、採択されない

ので御注意ください。 

（研究課題一覧：https://www.fsc.go.jp/chousa/kenkyu/kenkyu_ichiran.html） 

（注２）採択が決定した研究課題については、研究計画の内容により研究費申請額の査定

を行った上で配分額を決定するため、申請額から減額される場合があります。 

（注３）研究期間は原則２年以内ですが、研究の内容によっては３年を認めることがあり

ます。この場合は、２年で完了できない具体的な理由を応募書類（別紙４の様式２

の「２ 研究計画・方法」）に明記してください。 

なお、毎年度実施する中間評価（12月又は１月）の結果によっては、翌年度への

研究継続が認められない場合があります（契約は年度ごとに行います）。 

（注４）応募に際しては、別紙６に記載されている事前評価の評価項目及び評価基準を踏

まえ又は合致するように研究計画を組み立ててください。 

 

第２ 応募方法 
１ 応募受付期間 

令和７年７月１４日（月）15時 00分から 

令和７年８月５日（火）17時 00分まで（時間厳守） 

 

２ 応募資格 

応募資格を有する者は、研究機関（大学、試験研究機関等をいう。以下同じ。）に

属し、当該応募に係る研究課題について、実施計画の策定及び成果の取りまとめなど

の責任を担う能力を有する研究者（以下「主任研究者」という。）とします。国の施

設等機関に所属する研究者にあっては、当該研究者が直接、分任支出負担行為担当官

である食品安全委員会事務局長（以下「分任官」という。）と委託契約を締結するこ

とから、研究委託費の管理及び経理に係る事務をその所属する機関の長に委任するこ

とができる者に限ります。 

 

３ 応募の制限 

本研究事業は、国や独立行政法人が運用する競争的研究費制度の一つとして位置付

けられています。したがって、研究への応募に際しては、「競争的資金の適正な執行

に関する指針」（平成 17 年９月９日 競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わ

せ)（別紙２）に基づき、以下のとおり応募を制限します。応募制限期間については

別紙２を御確認ください。 

公募する研究課題 
１課題あたりの研究委託費の規模 

(※間接経費を含む。) 
研究期間 

採択予定

課題数 

「令和７年度食品
健康影響評価技術
研究の二次公募課
題」(別紙１)のとお
り  

・in vivo、in vitro の実験を 

伴う研究（wet） 

年間 1,000万円～1,500万円程度 原則２年以内 

(令和７年度

～８年度) 

１～４課
題  
 ・上記以外の研究（dry） 

年間 500万円～750万円程度 

https://www.fsc.go.jp/chousa/kenkyu/kenkyu_ichiran.html
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（１）競争的資金の不正使用及び不正受給を行った場合の制限 

本研究事業及び他府省等の競争的研究費制度において資金の不正使用（故意若し

くは重大な過失による競争的資金の他の用途への使用又は競争的資金の交付の決定

の内容やこれに付した条件に違反した使用をいう。）又は不正受給を行ったために、

委託費又は補助金等の全部又は一部を返還させられた研究課題の研究者及びそれに

共謀、幇助した研究者は、一定期間、本研究事業への応募を行うことはできません。

また、不正使用又は不正受給に関与したとまでは認定されなかったものの、善良な

管理者の注意をもって事業を行うべき義務に違反した研究者に対しても、同様に応

募を制限します。 

 

（２）研究上の不正行為を行った場合の制限 

本研究事業及び他府省等の競争的研究費制度による研究論文・報告書等において、

研究上の不正行為があったと認定された場合で、不正行為に関与した者及び不正行

為に関与したとまでは認定されなかったものの、当該論文・報告書等の責任者とし

ての注意義務を怠ったこと等により、一定の責任があるとされた者については、一

定期間、本研究事業への応募を行うことはできません。詳細については、「研究活

動における不正行為への対応指針」（平成 29 年７月３日内閣府食品安全委員会事

務局長決定）※も御参照ください。 

  ※https://www.fsc.go.jp/chousa/kitei_index.data/fusei_shishin.pdf 
 

４ 応募書類の作成・提出 
（１）応募書類様式及び入手方法 

応募書類は、別紙３の「研究計画調書（様式１）」及び別紙４の「応募内容ファ

イル（様式２）」とします。様式は、食品安全委員会ウェブサイト（以下 URL）
からダウンロードしてください。 
https://www.fsc.go.jp/chousa/kenkyu/kenkyu_koubo/kenkyu_r7_kouboyouryou.html 

 

（２）応募書類様式の作成方法 

 各様式の作成に当たっては、別途お示しする記載例を参照するとともに、以下

の事項に注意してください。 
① 応募書類は、原則として日本語で作成してください。 
② 字数制限や枚数制限を定めている様式については、制限を守ってください。 
③ 応募書類は、下中央に通しページ番号を付記してください。 
④ 応募書類の作成はカラーでも可としますが、白黒コピーをした場合でも内容

が理解できるように作成してください。 
 

（３）応募書類の提出方法 

応募書類（様式１及び様式２）はそれぞれ PDF 変換し、１つの PDF ファイル

にまとめた上で、府省共通研究開発管理システム（以下「e-Rad」という。システ

ム利用時の留意事項等は別紙５参照。）にアップロードして提出してください。な

お、応募書類の紙媒体での提出は不要とします。 
＜注意事項＞ 
・e-Rad では、入力の途中であっても受付時間を過ぎると申請ができなくなりま

すので、時間に余裕を持って応募してください。 

・e-Rad により提出された応募書類又は e-Rad の入力内容に不備がある場合、

応募を受理できないことがあります。 

https://www.fsc.go.jp/chousa/kitei_index.data/fusei_shishin.pdf
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・応募受付後約１週間は、当該書類の内容について確認等の連絡を行うことがあ

りますので、主任研究者は連絡が取れるようにしてください。 

・受付期間終了後の応募書類の差し替えは一切できません。 
 

第３ 研究の対象課題の選定 
１ スケジュール 
（１）書面審査 ８月中旬～９月初旬（予定） 

（２）採択課題の決定 ９月下旬（予定） 

（３）委託契約の締結 10月下旬（予定） 

 

２ 審査の方法及び手順 
（１）採択候補研究課題の選定 

研究・調査企画会議事前・中間評価部会において、「事前評価の『評価項目及び

評価基準』」（別紙６）に基づき、以下の審査を実施し、採択候補研究課題を選定

します。 

 

（注）次のいずれかに該当する場合は審査の対象から除外される場合があります。 

① 申請された研究の内容が、リスク管理を主体とするものである場合 

② 申請された研究の内容が、単に既製の設備備品の購入を目的とするものである

場合 

③ 他の経費で措置されるのがふさわしい設備備品等の調達に必要な経費を、本事

業の経費により賄うことを想定している場合 

④ 同一課題名又は内容で、既に競争的研究費その他の研究費（国外も含め、補助

金や助成金、共同研究費、受託研究費等、現在の全ての研究費であって個別の研

究内容に対して配分されるもの。以下同じ。）を受けている場合、又は採択が決

定している場合 

⑤ 類似性の高い研究で既に競争的研究費その他の研究費を受けている場合、又は

採択が決定している場合であって、提案課題との役割分担や仕分けが応募書類に

明確に記載されていないとき 

 

（２）採択課題の決定 

研究・調査企画会議事前・中間評価部会で選定された採択候補研究課題について、

食品安全委員会において審議し、採択課題を決定します。 

 

（３）研究課題の採否の通知 

事務局長は、全ての応募者（主任研究者）に対して、研究課題の採否の結果を通

知します。また、採択された研究課題については、主任研究者氏名・所属機関、研

究の概要、事前評価結果を食品安全委員会ウェブサイトで公表します。不採択の研

究課題については、その内容を公表しません。 

なお、電話等による審査状況・採否に関する問合わせには一切回答できません。 

 

３ 不合理な重複及び過度の集中の排除の方法及び措置 
競争的研究費の不合理な重複及び過度の集中を排除し、研究活動に係る透明性を

確保しつつ、エフォートを適切に確保できるかを確認するため、応募時に、以下の情

報を提供していただきます。 
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（１）現在の他府省含む他の競争的研究費その他の研究費の応募・受入状況、現在の全

ての所属機関・役職に関する情報の提供 

応募時に、主任研究者及び分担研究者について、現在の他府省を含む他の競争的

研究費その他の研究費の応募・受入状況（制度名、研究課題、実施期間、予算額、エ

フォート等）（以下「研究費に関する情報」という。）や、また、現在の全ての所属

機関・役職（兼業や、外国の人材登用プログラムへの参加、雇用契約のない名誉教授

等を含む。）に関する情報（以下「所属機関・役職に関する情報」という。）を応募

書類や e-Rad に記載いただきます。これらの研究内容やエフォート（研究者の全仕

事時間に対する当該研究の実施に必要とする時間の配分割合（％））等の情報に基づ

き、競争的研究費等の不合理な重複及び過度の集中があった場合、その程度に応じ、

研究課題の不採択、採択取消し又は減額配分（以下「研究課題の不採択等」という。）

を行います。また、応募書類や e-Rad に事実と異なる記載をした場合は、研究課題

の不採択等を行う場合があります。 

 

 （２）その他、自身が関与する全ての研究活動に係る透明性確保のために必要な情報の

提供 

研究費に関する情報や、所属機関・役職に関する情報に加えて、寄附金等や資金

以外の施設・設備等の支援（※）を含む、自身が関与する全ての研究活動に係る透明

性確保のために必要な情報について、関係規程等に基づき所属機関に適切に報告して

いる旨の誓約を求めます。誓約に反し適切な報告が行われていないことが判明した場

合は、研究課題の不採択等とすることがあります。 

応募の研究課題に使用しないが、別に従事する研究で使用している施設・設備等

の受入状況に関する情報については、不合理な重複や過度な集中にならず、研究課題

が十分に遂行できるかを確認する観点から、誓約に加えて、所属機関に対して、当該

情報の把握・管理の状況について提出を求めることがあります。 

（※）無償で研究施設・設備・機器等の物品の提供や役務提供を受ける場合を含む。 

 

 

第４ 委託契約の締結等 
１ 契約方式 

採択決定後、国以外の研究機関（大学、独立行政法人等）に所属する主任研究者及

び分担研究者については、当該研究者の所属機関の長と分任官との間で委託契約を締

結します。また、国の施設等機関に所属する主任研究者及び分担研究者については、

当該研究者が直接分任官と委託契約を締結し、研究委託費の管理及び経理に係る事務

をその所属する機関の長に委任していただきます。したがって、いずれにおいても、

以後の経理事務については所属する機関が責任を持って管理することになるため、応

募の際にはあらかじめ所属機関の経理事務担当者との連絡調整を十分に行ってくださ

い。なお、国の会計年度の原則に従い、単年度の委託契約を締結することになります。 

 

２ 契約に必要な書類 
採択決定の通知後、委託研究実施計画書等の食品安全委員会事務局（以下「事務

局」という。）が指示する書類を作成の上御提出いただきます。なお、書類の様式に

ついては、「食品健康影響評価技術研究事務処理マニュアル（令和３年９月改訂）」

（以下「事務処理マニュアル」という。）を御確認ください。 

https://www.fsc.go.jp/chousa/kitei/kenkyu_jimusyori_manual_r3.html 
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３ 研究委託費の範囲等 
本研究では、「競争的研究費における各種事務手続き等に係る統一ルールについて」

(令和３年３月５日競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ)に基づき、以下

のとおり費目を設定しています。各費目の具体的な支出の例示は、事務処理マニュア

ル本文及び府省共通経費区分表（別表）を御確認ください。 

なお、若手研究者の自発的な研究活動等に係る人件費、大学院生（特に博士課程

（後期）学生）に対するリサーチ・アシスタント経費、主任研究者の人件費及び主任

研究者の研究以外の業務の代行に係る経費の支出を計画している場合は、別紙４の様

式２の「７ 研究経費の費目別内訳」に、各費用を記載してください。また、主任研

究者の人件費の支出に関しては、適正執行のための体制整備状況、学内規程及び活用

方針を応募書類とともに提出してください。 

 

 大項目 中項目 

直接経費 物品費 設備備品費 

消耗品費 

人件費・謝金 人件費 

謝金 

旅費 旅費 

その他 外注費 

印刷製本費 

会議費 

通信運搬費 

光熱水料 

その他(諸経費) 

消費税相当額 

間接経費  

再委託費  

 

第５ 法令・指針等の遵守 
本要領に記載するもののほか、研究に関して関係法令・指針等に違反した場合には、

当該関係法令等に基づく処分又は罰則の対象となるほか、採択の取消し、契約解除そ

の他の措置を講ずることがあります。 

研究者及び研究機関は、研究計画に相手方の同意・協力を必要とする研究、個人情

報の取扱いの配慮を必要とする研究、生命倫理・安全対策に対する取組を必要とする

研究、海外への技術漏洩への対処を必要とする研究、動物実験を必要とする研究など

が含まれている場合には、法令等に基づく手続を適正に実施していただく必要があり

ます。 

 

第６ 研究費の不正使用・不正受給及び研究不正行為の防止等 
１ 研究費の管理・監査に係る体制整備 

研究の実施に当たっては、研究者及び研究機関は、「研究機関における公的研究

費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（令和３年９月 17 日内閣府食品安全

員会事務局長決定）※に基づき、研究費の管理・監査体制の整備を行い、研究費を適

正に執行する必要があります。 

主任研究者及び分担研究者の所属する研究機関は、研究課題の採択が決定後、速

やかに「体制整備等自己評価チェックリスト」（以下「チェックリスト」という。

様式は事務処理マニュアルに掲載。）を事務局に提出してください。文部科学省等
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に、令和３年２月以降に改定された「研究機関における公的研究費の管理・監査の

ガイドライン（実施基準）」に基づき既にチェックリストを提出した場合は、その

チェックリストをそのまま提出しても差し支えありません。 

 ※https://www.fsc.go.jp/chousa/kitei_index.data/kitei_kenkyu_guideline_r3_0917.pdf 
 

２ 研究不正行為の防止 
研究不正行為等を未然に防止するため、「研究活動における不正行為への対応指

針」（第２の３（２）を参照。）を策定しています。研究者及び研究機関は、本指

針に基づき、研究者倫理の向上や必要な体制（研究不正行為に関する受付窓口の設

置、研究不正行為の調査体制等）の整備等を行ってください。 

また、本指針において、契約時に、研究倫理教育について確認することとしてお

り、委託研究に参画する研究者は、以下の研究倫理教育プログラムのいずれかを履

修し、研究機関は、研究課題の採択決定後、その履修状況を速やかに報告してくだ

さい（様式は事務処理マニュアルに掲載。）。なお、再委託先の履修対象者につい

ては、委託元である研究機関で取りまとめて報告してください。 

＜履修プログラム＞ 

・APRIN e ラーニングプログラム（CITI Japan） 

        https://www.aprin.or.jp/citijapan 
・「科学の健全な発展のために－誠実な科学者の心得－」 

（日本学術振興会「科学の健全の発展のために」編集委員会） 

    https://www.jsps.go.jp/j-kousei/rinri.html 
・その他、研究機関が上記と内容的に同等と判断したプログラム 

 

３ 研究費の不正使用・不正受給及び研究不正行為が行われた場合の措置 
上記１、２に示す規程及び「競争的研究費の適正な執行に関する指針」（平成 17

年９月９日 競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ)（別紙２）に基づき、

措置を行います。 

また、競争的研究費の不正使用又は不正受給を行った研究者及びそれに共謀、幇

助した研究者並びに不正使用又は不正受給に関与したとまでは認定されないものの、

善良な管理者の注意をもって事業を行うべき義務に違反した研究者に対し、本研究

事業への応募資格を制限することのほか、他府省を含む他の競争的研究費の担当課

に当該不正使用等の概要を提供することにより、他府省を含む他の競争的研究費の

担当課が、所管する競争的研究費への応募を制限する場合があります。 

 

第７ 研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研究インテグリティの確保  
我が国の科学技術・イノベーション創出の振興のためには、オープンサイエンスを大

原則とし、多様なパートナーとの国際共同研究を今後とも強力に推進していく必要があ

ります。同時に、近年、研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクにより、開

放性、透明性といった研究環境の基盤となる価値が損なわれる懸念や研究者が意図せず

利益相反・責務相反に陥る危険性が指摘されており、こうした中、我が国として国際的

に信頼性のある研究環境を構築することが、研究環境の基盤となる価値を守りつつ、必

要な国際協力及び国際交流を進めていくために不可欠となっています。 

そのため、大学・研究機関等においては、「研究活動の国際化、オープン化に伴う新

たなリスクに対する研究インテグリティの確保に係る対応方針について（令和３年４月 

27 日 統合イノベーション戦略推進会議決定）」を踏まえ、利益相反・責務相反をはじ

https://www.fsc.go.jp/chousa/kitei_index.data/kitei_kenkyu_guideline_r3_0917.pdf
https://www.aprin.or.jp/citijapan
https://www.jsps.go.jp/j-kousei/rinri.html
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め関係の規程及び管理体制を整備し、研究者及び大学・研究機関等における研究の健全

性・公正性（研究インテグリティ）を自律的に確保していただくことが重要です。 

かかる観点から、競争的研究費の不合理な重複及び過度の集中を排除し、研究活動に

係る透明性を確保しつつ、エフォートを適切に確保できるかを確認しておりますが、そ

れに加え、所属機関としての規程の整備状況及び情報の把握・管理の状況について、必

要に応じて所属機関に照会を行うことがあります。 

 

 

第８ 研究成果の評価と取扱い 
１ 中間評価 

２年以上の実施期間を要する研究課題については、研究・調査企画会議事前・中

間評価部会が別紙６「中間評価の『評価項目及び評価基準』」に基づき、研究継続

の要否、研究計画の見直し等について１年ごとに中間評価（書面及びヒアリングに

よる審査）を実施します。評価結果は、食品安全委員会に報告し、公表します。 

 

２ 事後評価等 
実施期間が終了した研究課題については、研究・調査企画会議事後評価部会が別

紙６「事後評価の『評価項目及び評価基準』」に基づき、研究成果について事後評

価（書面及びヒアリングによる審査）を実施します。評価結果は、食品安全委員会

に報告し、公表します。 

また、研究終了から一定期間終了後に、食品健康影響評価等への活用や論文掲載

等について追跡評価を行っています。研究者は、事務局の行う追跡調査に対し、論

文掲載や学会発表等について報告をしてください。 

 

３ 研究成果の取扱い 
 研究成果報告書は食品安全委員会ウェブサイトに公表します。また、研究成果発

表会を開催しますので、発表の対象となった研究課題の研究者は、契約期間にかか

わらず成果発表に協力してください。 

 

第９ その他 
１ 個人情報の取扱い 

本制度に係る応募書類及び e-Rad に登録された個人情報は、「行政機関の保有す

る個人情報の保護に関する法律」（平成 15 年５月 30 日法律第 58 号）を遵守し、適

切に取り扱います。また、登録された情報は、事前・中間・事後評価の実施、採否

通知、採択後の契約手続等、業務のために利用します。 

なお、採択された研究課題の情報（研究課題名、研究概要、研究者名、所属機関

名、研究実施期間等）は、食品安全委員会ウェブサイトで公開します。以上のこと

をあらかじめ御了知の上、応募書類の作成をお願いします。 

 

２ e-Rad からの内閣府への情報提供 
第５期科学技術基本計画（平成 28 年 1 月閣議決定）においては、客観的根拠に基

づく科学技術イノベーション政策を推進するため、公募型資金について、e-Rad へ

の登録の徹底を図って評価・分析を行うこととされており、e-Rad に登録された情

報は、国の資金による研究開発の適切な評価、効果的・効率的な総合戦略、資源配

分方針等の企画立案等に活用されます。 

これを受けて、総合科学技術・イノベーション会議及び関係府省では、公募型研
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究費制度のインプットに対するアウトプット、アウトカム情報を紐付けるため、論

文・特許等の成果情報や会計実績の e-Rad での登録を徹底することとしています。 

このため、採択された課題に係る各年度の研究成果情報・会計実績情報について、

e-Rad での入力をお願いします。研究成果情報・会計実績情報を含め、マクロ分析

に必要な情報が内閣府に提供されることになります。 

 

３ 健康危害情報の通報 
食品安全委員会では、「食品安全委員会緊急時対応基本指針」（平成 17 年４月 21

日食品安全委員会決定）において、食品に関する緊急事態等への対応を規定してお

り、その対応の中で、平時から食品に関する国内外の危害情報の収集、分析を行っ

ています。この一環として、国民の生命、健康に重大な影響を及ぼす情報（以下

「健康危害情報」という。）については、食品健康影響評価技術研究に参画する研

究者からも広く情報収集を行うこととしています。 

研究の過程において、健康危害情報を把握したときは、速やかに事務局まで報告

してください。 

なお、提供いただいた健康危害情報については、食品安全委員会において他の情

報も併せて評価した上で必要な対応を検討するものであり、情報提供に伴う責任が

研究者に生じるものではありません。 

 

４ 研究者情報の researchmap への登録 
researchmap （https://researchmap.jp/）は、日本の研究者総覧として国内最大

級の研究者情報データベースで、登録した業績情報は、インターネットを通して公

開することもできます。また、researchmap は、e-Rad や多くの大学の教員データ

ベースとも連携しており、登録した情報を他のシステムでも利用することができる

ため、研究者の方々が様々な申請書やデータベースに何度も同じ業績を登録する必

要がなくなります。 
reserchmapで登録された情報は、国等の学術・科学技術政策立案の調査や統計的

利用目的でも有効活用されているので、本研究に応募する研究者は、researchmap
に登録いただきますよう御協力をお願いします。 

 
 
 
 

本公募要領に関するお問い合わせ先 

〒107-6122 東京都港区赤坂５－２－２０赤坂パークビル２２階 

内閣府食品安全委員会事務局 評価第一課 調査・研究係 

電 話：０３－６２３４－１１１９、又は－１１２３ 

 M a i l：fscj-research.v3m@cao.go.jp 

https://researchmap.jp/
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 別紙１ 
令和７年度 食品健康影響評価技術研究の二次公募課題 

  

令和７年度 食品健康影響評価技術研究として、以下の課題について二次公募を行う。

なお、令和６年６月にロードマップ※の改正を行ったところであり、ロードマップの趣旨

に十分に沿ったものを採択するものとする。 

  ※ ロードマップ：食品の安全性の確保のための研究・調査の推進の方向性 （ロードマップ） 

https://www.fsc.go.jp/chousa/roadmap.html 

 

課題（１）ベンチマークドーズ法（BMD 法）をリスク評価へ活用する研究 
【概要】 

食品を介したヒトへの健康影響の評価において、BMD法の実装化に向けた研究、及び

BMD法を用いたリスク評価結果の評価や解釈に資する研究を実施する。具体的には、既

存 BMD数理モデルの分析を行うことにより、ベイズ統計学を念頭に置いた新たな BMD法

の数理モデルの開発、BMD法をリスク評価に活用する際の理論の頑健性の強化に資する

研究を実施する。 

 

【背景】 

国際的な動向を踏まえて、食品安全委員会では BMD 法の活用の検討を進めてきた。

評価技術ワーキンググループにおいて※１、同法の標準的な活用手順等を整理した指針を

令和元年に策定し、疫学研究データでの適用やベイズ統計学に基づく手法の利用につい

て検討のうえ、令和５年度に指針を改定した※２。令和６年度には、BMD法を適切に活用

するための体制を強化することを目的として、BMD法評価支援チームを構築した※３、４。 

（参考） 

１．食品安全委員会ウェブサイト 評価技術企画ワーキンググループ 

https://www.fsc.go.jp/senmon/sonota/hyoukagijyutukikaku.html 

２．食品健康影響評価におけるベンチマークドーズ法の活用に関する指針 

https://www.fsc.go.jp/senmon/sonota/hyoukagijyutukikaku.data/bmdguidance2024

0409rev.pdf 

３．評価技術企画ワーキンググループにおける「評価支援チーム」の構築について 

https://www.fsc.go.jp/senmon/sonota/hyoukagijyutukikaku.data/shien_team20250

120.pdf 

４．BMD法評価支援チーム名簿 

https://www.fsc.go.jp/senmon/sonota/hyoukagijyutukikaku.data/BMDteam20250120

.pdf 
 

課題（２）食品安全に関する国民の意識の推移を経時的に把握するための調査手法に係 

る研究 

【概要】 

 食品安全行政は、生産から消費に至るまで関係する国民によって適切な行動がとられる

ことにより、国民の消費する食品の安全性を高めることが究極的な目的である。そのため

には、リスク管理措置の根拠となるリスク評価や食品安全委員会に対する信頼を高める必

要があり、食品安全委員会によるリスクコミュニケーションは、そのような観点から戦略

的に展開する必要がある。 
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しかし、事件事故等による意識の変化や新しいハザードへの関心の高まり、リスクは高

いものの関心が大きく下がっているハザードの把握等ができていないという指摘もある。

幅広い国民における食品安全に対する認知やリテラシーについて、経常的に把握する手段

が欠けていたという懸念がある。また、成果目標も定まっていないとの指摘もある。 

 このような状況を踏まえ、情報提供やコミュニケーションの優先度が高い食品安全上の

話題を明らかにし、社会的な関心も考慮したリスクコミュニケーションに向け、食品安全

に関する国民のリスク認知やリテラシーの実態を経時的に把握できる調査（以下「本調

査」という。）を行うことが重要であり、そのための調査設計を明らかにする必要があ

る。 

 令和９年度以降に予定する本調査の設計に向け、令和６年度の調査事業において、 

① 国内外での関連調査の整理 

② 対面法、郵送法調査、インターネット調査のメリット、デメリット 

③ 本調査での調査項目及び設問案  

が提案された。だが、国内の状況に適し、かつ長期にわたって幅広い国民意識を把握でき

る調査手法とその妥当性の検証が不足しており、調査項目・設問構成等の検討も十分では

ない。 

 このため、本研究では、有識者ヒアリング、属性に応じたグループインタビュー、これ

らの結果を踏まえた郵送法、インターネット調査又はその他の世論調査方式による小規模

な調査などを行い、よりよい本調査の手法・設計、設問構成等を明らかにする。 

 

【背景】 

 昨今、ソーシャルメディアの普及もありアクセス可能な情報は増えているが、多種多様

な情報の氾濫により科学的に正確な食品安全の情報へのアクセスは困難になっている。国

民のリスク認識と科学的知見を踏まえた実際のリスクとの間にギャップがある場合があ

る。 

また、食品安全委員会の情報の間違った理解やそれが拡散されることも増えてきてい

る。 

 国民の生活様式の急速な変化により、意識調査・世論調査の手法が大きな転換期を迎え

ているため、食品安全分野に適した調査手法の詳細な検討が必要となっている。 

 

（参考） 

① 「食品の安全性の確保のための研究・調査の推進の方向性（ロードマップ）」 

https://www.fsc.go.jp/chousa/roadmap.data/kitei_r6_roadmap.pdf 

② 「食品安全に関する国民の意識の推移を把握するための手法の確立に向けた基礎 

的調査報告書（令和６年度）」 

https://www.fsc.go.jp/fsciis/survey/show/cho20250060001 

※応募の際には、この調査報告書の内容を十分に確認すること。 

 

課題（３）食品から摂取したハザードとヒトの感染確率に関する精緻な（食品の加工状態、

ヒトの生体内環境におけるハザードの生存/死滅動態等の特性及びヒトの感受

性の差異等の要因を考慮した）用量反応モデル及び定量的リスク評価モデルの

構築に資する研究 

【概要】 
食品から摂取したハザードとヒトの感染確率における用量反応関係を明らかにすること

は、食品により媒介される微生物等に関するリスク評価を実施する上で、特に定量的なリ

スク評価の実施に際して重要と考えられ、必要不可欠な事項である。 
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微生物等に関するリスク評価においては、ハザードの特性から、増殖・死滅に関する情

報や株による病原性の差異等を考慮する必要があるとともに、ヒト側における食品からの

ばく露経路、生体内での相互作用及び免疫状態等の感受性の差異等、種々の要因を考慮し

た上で、用量反応モデルを構築することが求められる。そのため、ハザード（特にカンピ

ロバクター・ジェジュニ/コリ）とヒトの用量反応関係について、より現実的かつ適切に

予測するための、様々な条件下での要因をモデル化することが可能な、精緻な用量反応関

係モデルの構築を基盤とし、喫食時の微生物等の特性及びヒトの発症に寄与する要因を考

慮することが可能な評価モデルの構築に資する研究を実施する。 

 

【背景】 

カンピロバクターを原因とする食中毒事件数及び患者数は、近年の国内の細菌性食中毒

の中で常に上位となっている現状がある。このような背景を踏まえ、現在、食品安全委員

会では、「鶏肉中のカンピロバクター・ジェジュニ/コリ（2009年６月公表）」の更新に

ついて検討を行っているところであり、今後の評価の実施も視野に入れ、データの収集及

び定量的なリスク評価に活用可能な評価モデル等を検討する必要がある。 

 

従前より、カンピロバクター・ジェジュニ/コリとヒトの感染確率に関する用量反応関

係については、特定の菌株にばく露された、健康な成人ボランティアにより実施された研

究報告に基づく用量反応モデリングを基礎情報として、諸外国でのカンピロバクターに係

るリスク評価でも考慮されてきた。しかしながら、これらの主たる研究報告は、鶏肉の喫

食を通じた感染確率を求めた用量反応関係ではないことも踏まえ、ばく露の経路や、その

結果生じる感染症の発症確率との関係について、より実態に即した形で精緻な用量反応モ

デルを構築する必要があると考えられてきた。そこで、現時点までに蓄積された様々な国

内外の知見等や研究成果（データ）を取り入れた、新たな用量反応モデルの構築及び食中

毒リスク評価モデルの構築を行い、その成果を活用して、実態に即したリスク評価（食品

健康影響評価）の実施を目指す。 

 

（参考） 

① 「鶏肉中のカンピロバクター・ジェジュニ／コリ（2009年 6月 25日）」 

https://www.fsc.go.jp/fsciis/evaluationDocument/show/kya20041216001 

② 第 96回微生物・ウイルス専門調査会（2025年 5月 22日） 

https://www.fsc.go.jp/fsciis/meetingMaterial/show/kai20250522bv1 
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  別紙２ 
競争的資金の適正な執行に関する指針 

                    

平 成 １ ７ 年 ９ 月 ９ 日  

（平成 18年 11月 14日改正） 

（平成 19年 12月 14日改正） 

（平成 21年 3月 27日改正） 

（平成 24年 10月 17日改正） 

（平成 29年 6月 22日改正） 

（令和３年 12月 17日改正） 

競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ  

 

１．趣旨 

第３期科学技術基本計画（平成１８年３月閣議決定）において、政府研究開発投資の

投資効果を最大限発揮させることが必要とされ、研究開発の効果的・効率的推進のた

め、研究費配分において、不合理な重複・過度の集中の排除の徹底、不正受給・不正使

用への厳格な対処といった無駄の徹底排除が求められている。また、実験データの捏造

等の研究者の倫理問題についても、科学技術の社会的信頼を獲得するために、国等は、

ルールを作成し、科学技術を担う者がこうしたルールに則って活動していくよう促して

いくこととしている。 

これに関連して、総合科学技術会議では、公的研究費の不正使用等は、国民の信頼を

裏切るものとして、平成１８年８月に「公的研究費の不正使用等の防止に関する取組に

ついて（共通的な指針）」を決定し、各府省・関係機関に対して、機関経理の徹底及び

研究機関の体制の整備など、この共通的な指針に則った取組を推進するよう求めてい

る。 

また、研究上の不正に関しても、総合科学技術会議では、科学技術の発展に重大な悪

影響を及ぼすものとして、平成１８年２月に「研究上の不正に関する適切な対応につい

て」を決定し、国による研究費の提供を行う府省及び機関は、不正が明らかになった場

合の研究費の取扱について、あらかじめ明確にすることとしている。 

更に、統合イノベーション戦略推進会議において、令和３年４月に「研究活動の国際

化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研究インテグリティの確保に係る対応方針

について」を決定し、国際的に信頼性のある研究環境を構築することが不可欠になって

いるとして、研究者及び大学・研究機関等 1 における研究の健全性・公正性（研究イン

テグリティ）の自律的な確保を支援することとしている。 

本指針は、これらの課題に対応するため、競争的研究費について、不合理な重複・過

度の集中の排除、不正受給・不正使用及び研究論文等における研究上の不正行為に関す

るルールを申し合わせるものである。本指針に則って活動することは、これらの課題へ

の対応に加え、経済安全保障にも資する。各府省は、この指針に基づき、所管する各制

度の趣旨に則り、適切に対処するものとする。 

 

―――――――――― 
１ 本指針において、大学・研究機関等とは、国又は研究資金配分機関から交付、補助又は委託される経費

を用いて行われる研究開発を実施している研究開発機関（国の試験研究機関、研究開発法人、大学等及び民

間事業者等における研究開発に係る機関）を指す。なお、「研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリ

スクに対する研究インテグリティの確保に係る対応方針について」には、「その他研究開発機関において

も、研究インテグリティの自律的な確保に資する取組が行われることが期待される」と記載されている。   
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２．不合理な重複・過度の集中の排除 

（１）不合理な重複・過度の集中の考え方 

① この指針において「不合理な重複」とは、同一の研究者による同一の研究課題

（競争的研究費が配分される研究の名称及びその内容をいう。以下同じ。）に対し

て、複数の競争的研究費その他の研究費（国外も含め、補助金や助成金、共同研究

費、受託研究費等、現在の全ての研究費であって個別の研究内容に対して配分され

るもの 2。以下同じ。）が不必要に重ねて配分される状態であって、次のいずれか

に該当する場合をいう。 

○実質的に同一（相当程度重なる場合を含む。以下同じ。）の研究課題について、

複数の競争的研究費その他の研究費に対して同時に応募があり、重複して採択さ

れた場合 

○既に採択され、配分済の競争的研究費その他の研究費と実質的に同一の研究課題

について、重ねて応募があった場合 

○複数の研究課題の間で、研究費の用途について重複がある場合 

○その他これらに準ずる場合 

② この指針において「過度の集中」とは、同一の研究者又は研究グループ（以下

「研究者等」という。）に当該年度に配分される研究費全体が、効果的、効率的に

使用できる限度を超え、その研究期間内で使い切れないほどの状態であって、次の

いずれかに該当する場合をいう。 

○研究者等の能力や研究方法等に照らして、過大な研究費が配分されている場合 

 

（２）「不合理な重複」及び「過度の集中」の排除の方法 

関係府省は、競争的研究費の不合理な重複及び過度の集中を排除し、研究活動に係

る透明性を確保しつつ、エフォートを適切に確保できるかを確認するため、以下の措

置を講じるものとする。なお、独立行政法人等が有する競争的研究費については、同

様の措置を講ずるよう主務省から当該法人に対して要請するものとする。 

① 府省共通研究開発管理システム（以下「共通システム」という。）を活用し、

不合理な重複及び過度の集中の排除を行うために必要な範囲内で、応募内容の一

部に関する情報を競争的研究費の担当課（独立行政法人等である配分機関を含

む。以下同じ。）間で共有すること及び不合理な重複及び過度の集中があった場

合には採択しないことがある旨、公募要領上明記する。 

② 応募時に、研究代表者・研究分担者等 3について、現在の他府省を含む他の競争

的研究費その他の研究費の応募・受入状況（制度名、研究課題、実施期間、予算

額、エフォート等）や、現在の全ての所属機関・役職（兼業や、外国の人材登用

プログラムへの参加、雇用契約のない名誉教授等を含む。）に関する情報を応募

書類や共通システムに記載させる。なお、応募書類や共通システムに事実と異な

る記載をした場合は、研究課題の不採択、採択取消し又は減額配分とすることが

ある旨、公募要領上明記する。 

 

―――――――――― 

2 所属する機関内において配分されるような基盤的経費又は内部資金、商法で定める商行為及び直接又は間

接金融による資金調達を除く。   

3 応募の研究課題を実施する代表の者及び当該研究課題において研究費を主体的に使用する者など、本指

針の不合理な重複及び過度の集中の排除の趣旨に基づき、各競争的研究費事業において措置を講ずるものを

指す。    
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③ ②の研究費に関する情報のうち秘密保持契約等が交わされている共同研究等に

関する情報の扱いについては、産学連携等の活動が委縮しないよう、守秘義務を

負っている者のみで扱われることを改めて徹底 4 するとともに、各競争的研究費

事業の事情に配慮しつつ、応募書類や共通システムに記載させる際の方針を、以

下の観点を含め、公募要領上明記する。 

ａ）応募された研究課題が研究費の不合理な重複や過度の集中にならず、研究課

題の遂行に係るエフォートを適切に確保できるかどうかを確認するために必要

な情報のみ 5の提出を求めること。 

ｂ）ただし、当面の間、既に締結済の秘密保持契約等の内容に基づき提出が困難

な場合など、やむを得ない事情により提出が難しい場合は、相手機関名と受入

れ研究費金額は記入せずに提出させることができること、その場合においても

必要に応じて所属機関に照会を行うことがあること。 

ｃ）今後秘密保持契約等を締結する際、競争的研究費の応募時に、必要な情報に

限り提出することがあることを前提とした内容とするよう働きかけること。 

ｄ）本指針に基づき、所属機関に加えて、配分機関や関係府省間で情報が共有さ

れることがあり得るが、その際も守秘義務を負っている者のみで共有が行われ

ること。 

④ 共通システムを活用し、課題採択前に、必要な範囲で、採択予定課題に関する

情報（制度名、研究者名、所属機関、研究課題、研究概要、予算額等）や、②の

研究費や所属機関・役職に関する情報を競争的研究費の担当課間で共有化し、不

合理な重複又は過度の集中の有無を確認する。なお、情報の共有化に当たって

は、情報を有する者を限定する等、情報共有の範囲を最小限とする。 

⑤ 応募書類や共通システムへの記載及び他府省からの情報等により「不合理な重

複」又は「過度の集中」と認められる場合は、その程度に応じ、研究課題の不採

択、採択取消し又は減額配分を行う。 

なお、本指針の運用に当たっては、競争的な研究環境を醸成すれば、優秀な研

究者がより多くの研究費や研究課題を獲得することも考えられ、競争的研究費の

重複や集中の全てが不適切というわけではないことに十分留意する必要がある。 

⑥ ②の研究費や所属機関・役職に関する情報に加えて、寄附金等や資金以外の施

設・設備等の支援 6 を含む、自身が関与する全ての研究活動に係る透明性確保の

ために必要な情報について、関係規程等に基づき所属機関に適切に報告している

旨の誓約を求めること、また、誓約に反し適切な報告が行われていないことが判

明した場合は、研究課題の不採択、採択取消し又は減額配分とすることがある

旨、公募要領上明記する。 

⑦ ⑥のうち当該応募課題に使用しないが、別に従事する研究で使用している施設

・設備等の受入状況に関する情報については、不合理な重複や過度な集中になら

ず、研究課題が十分に遂行できるかを確認する観点から、研究費と同様に、提出 

 

―――――――――― 

4 当該情報を扱う者を業務上真に必要な者に限定し、配分機関において、その者に対し、情報管理に関わ

る教育・研修を確実に実施するなど、必要な措置を講ずる。 

5 原則として共同研究等の相手機関名と受入れ研究費金額及びエフォートに係る情報のみとする。   

6 無償で研究施設・設備・機器等の物品の提供や役務提供を受ける場合を含む。   
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を求めていくこと、ただし、大学・研究機関等における現状を踏まえつつ、提出

を求める情報の範囲の明確化等が必要なことから、当面の間は、⑥の誓約に加え

て、所属機関に対して、当該情報の把握・管理の状況について提出を求めること

がある旨、公募要領上明記する。 

⑧ 所属機関における「研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクに対す

る研究インテグリティの確保に係る対応方針について」（令和３年４月２７日 

統合イノベーション戦略推進会議決定）を踏まえた利益相反・責務相反に関する

規程の整備の重要性を明示するとともに、所属機関としての規程の整備状況及び

情報の把握・管理の状況を確認するなど必要に応じて所属機関に照会を行うこと

がある旨、公募要領上明記する。 

 

３．不正使用及び不正受給への対応（別表１） 

関係府省は、競争的研究費の不正使用又は不正受給を行った研究者及びそれに共謀し

た研究者や、不正使用又は不正受給に関与したとまでは認定されなかったものの、善良

な管理者の注意をもって事業を行うべき義務（以下、「善管注意義務」という）に違反

した研究者に対し、以下の措置を講ずるものとする。なお、独立行政法人等が有する競

争的研究費については、同様の措置を講ずるよう主務省から当該法人に対して要請する

ものとする。 

（１）不正使用（故意若しくは重大な過失による競争的研究費の他の用途への使用又は競

争的研究費の交付の決定の内容やこれに附した条件に違反した使用をいう）を行った

研究者及びそれに共謀した研究者に対し、当該競争的研究費への応募資格を制限する

ことのほか、他府省を含む他の競争的研究費の担当課に当該不正使用の概要（不正使

用をした研究者名、制度名、所属機関、研究課題、予算額、研究年度、不正の内容、

講じられた措置の内容等）を提供することにより、他府省を含む他の競争的研究費の

担当課は、所管する競争的研究費への応募を制限する場合があるとし、その旨を公募

要領上明記する。 

この不正使用を行った研究者及びそれに共謀した研究者に対する応募の制限の期間

は、不正の程度により、原則、補助金等を返還した年度の翌年度以降１から１０年間

とする。 

（２）偽りその他不正な手段により競争的研究費を受給した研究者及びそれに共謀した研

究者に対し、当該競争的研究費への応募資格を制限することのほか、他府省を含む他

の競争的研究費の担当課に当該不正受給の概要（不正受給をした研究者名、制度名、

所属機関、研究課題、予算額、研究年度、不正の内容、講じられた措置の内容等）を

提供することにより、他府省を含む他の競争的研究費の担当課は、所管する競争的研

究費への応募を制限する場合があるとし、その旨を公募要領上明記する。 

この不正受給を行った研究者及びそれに共謀した研究者に対する応募の制限の期間

は、原則、補助金等を返還した年度の翌年度以降５年間とする。 

（３）善管注意義務に違反した研究者に対し、当該競争的研究費への応募資格を制限する

ことのほか、他府省を含む他の競争的研究費の担当課に当該義務違反の概要(義務違

反をした研究者名、制度名、所属機関、研究課題、予算額、研究年度、違反の内容、

講じられた措置の内容等)を提供することにより、他府省を含む他の競争的研究費の

担当課は、所管する競争的研究費への応募を制限する場合があるとし、その旨を公募

要領上明記する。 

この善管注意義務に違反した研究者に対する応募の制限の期間は、原則、補助金等

を返還した年度の翌年度以降１又は２年間とする。 
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４. 研究上の不正行為への対応（別表２） 

関係府省は、競争的研究費による研究論文・報告書等において、研究上の不正行為

（捏造、改ざん、盗用）があったと認定された場合、以下の措置を講ずるものとする。

なお、独立行政法人等が有する競争的研究費については、同様の措置を講ずるよう主務

省から当該法人に対して要請するものとする。 

（１）当該競争的研究費について、不正行為の悪質性等を考慮しつつ、全部又は一部の返

還を求めることができることとし、その旨を競争的研究費の公募要領上明記する。 

（２）不正行為に関与した者については、当該競争的研究費への応募資格を制限すること

のほか、他府省を含む他の競争的研究費の担当課に当該研究不正の概要（研究機関等

における調査結果の概要、不正行為に関与した者の氏名、所属機関、研究課題、予算

額、研究年度、講じられた措置の内容等）を提供することにより、他府省を含む他の

競争的研究費の担当課は、所管する競争的研究費への応募についても制限する場合が

あるとし、その旨を公募要領上明記する。 

これらの応募の制限の期間は、不正行為の程度等により、原則、不正があったと認

定された年度の翌年度以降２から１０年間とする。 

（３）不正行為に関与したとまでは認定されなかったものの、当該論文・報告書等の責任

者としての注意義務を怠ったこと等により、一定の責任があるとされた者について

は、上記(２)と同様とし、その旨を公募要領上明記する。 

この応募の制限の期間は、責任の程度等により、原則、不正行為があったと認定さ

れた年度の翌年度以降１から３年間とする。 

 

５．不正事案の公表について 

  関係府省は、不正事案については、各府省が定めるルールに基づき、不正事案の調査

を行った機関において、予め定められた手続きに従い、不正に関与した者の氏名・所

属、不正の内容、講じた措置の内容等の公表など適切に対応するように求めるととも

に、上記の「不正使用及び不正受給への対応」及び「研究上の不正行為への対応」によ

り応募資格を制限する場合、当該不正事案の概要（制度名、研究年度、不正の内容、講

じられた措置の内容等）を原則、速やかに公表するものとする。なお、独立行政法人等

が有する競争的研究費については、同様の対応をするよう主務省から当該法人に対して

要請するものとする。 

 

６．その他 

（１）上記の「不合理な重複」及び「過度の集中」の排除の取組みは、公募要領の改正等

の所要の手続きを経た上で、令和３年度に公募を行うものについて、本指針の趣旨に

従い可能な範囲で対応しながら、令和４年４月以降に公募を行うものから順次実施す

る。 

 

（２）上記の「不正使用及び不正受給への対応」の取組みは、公募要領の改正等の所要の

手続きを経た上で、令和３年度に公募を行うものについて、本指針の趣旨に従い可能

な範囲で対応しながら、令和４年４月以降に公募を行うものから順次実施する。 

 

（３）上記の「研究上の不正行為への対応」の取組みは、公募要領の改正等の所要の手続

きを経た上で、令和３年度に公募を行うものについて、本指針の趣旨に従い可能な範

囲で対応しながら、令和４年４月以降に公募を行うものから順次実施する。 
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（４）応募制限期間等に関して、別表 1 及び別表２に基づき、本指針の改正後、内規の改

正等の所要の手続きを経た上で、応募制限期間等を決定するものから順次実施する。 

なお、本指針の平成 24 年 10 月 17 日の改正に基づき、各府省において改正した内

規の施行日以降に、改正前の内規を適用している交付要綱や委託契約により開始した

事業の不正使用、不正行為について応募制限期間を決定する場合で、改正後の内規に

より応募制限期間が短くなる場合には、短いものを適用する。 

また、改正後の内規に基づいて判断された応募制限期間が改正前の内規に基づいて

判断された応募制限期間より長くする取組み（別表１の１．個人の利益を得るための

私的流用の場合の１０年、及び、２．私的流用以外で社会への影響が大きく、行為の

悪質性も高いと判断された場合の５年等）については、平成２５年度当初予算以降の

事業（継続事業も含む）で不正使用があった場合に、実施することとする。 

 

（５）上記の「不正事案の公表について」の取組は、内規の改正等の所要の手続きを経た

上で、実施する。なお、各府省等においては、それぞれの規程等に基づき、本指針よ

り厳しく対応することを妨げるものではない。 

 

（６）関係府省は、応募の制限等を決定した後、自府省の共通システムの配分機関管理者

に当該不正の概要を報告する。当該配分機関管理者は、共通システムに競争的研究費

の不正使用・不正受給・善管注意義務違反及び研究上の不正行為に関連して、応募資

格を制限した研究者の研究者番号、応募制限期間、当該不正又は義務違反の概要及び

処分の判断理由を登録することにより、関係府省間で当該情報を共有化する。 

 

（７）競争的研究費の不正使用が起きた当該府省は、不正使用の程度に応じ、適正に応募

制限期間が決定されるよう、当該不正案件の概要及び応募制限期間及び判断理由につ

いて、共通システムとは別に、関係府省間で当該情報を共有化する。 

なお、不正使用の案件が複数の府省にまたがる場合は、その金額の最も多い府省

が、主担当府省となり、複数の府省が決定した応募制限期間等の情報を取りまとめ

て、当該情報を共有化する。 

 

（８）競争的研究費における研究上の不正行為が起きた当該府省は、不正行為に応じ、適

正に応募制限期間が決定されるよう、当該不正案件の概要及び応募制限期間及び判断

理由について、共通システムとは別に、関係府省間で当該情報を共有化する。 

なお、研究上の不正行為の案件が複数の府省にまたがる場合は、その当該府省の予

算の配分又は措置により行われる研究活動における不正行為が認定された論文数の最

も多い府省が、主担当府省となり、複数の府省が決定した応募制限期間等の情報を取

りまとめて、当該情報を共有化する。 

 

（９）関係府省は、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律に基づき研究者等の

個人情報の適正な取扱い及び管理を行うものとする。 

なお、競争的研究費を所管する独立行政法人等に対し、主務省から独立行政法人等

の保有する個人情報の保護に関する法律等に基づき同様の措置を行う旨、要請するも

のとする。 

 

（10）本指針は、その運用状況等を踏まえて必要に応じ見直すとともに、本連絡会として

は、総合科学技術・イノベーション会議における議論等を踏まえ、今後とも必要な対

応を行っていく。  
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（別表１） 

 
 

※ 以下の場合は、応募制限を科さず、厳重注意を通知する。 

・３．(１)において、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断され、かつ不

正使用額が少額な場合 

・３．(３)において、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断された場合 
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（別表２） 
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別紙３ 
様式１ 研究計画調書 
  

番号 令和７年度二次公募課題における該当項目（※別紙１に基づき記載すること。） 

  

  

研究課題名  

研究種目等  

研究期間 令和７年度  ～ 令和  年度（  年間） 

分 野  

分 科  

細 目  

細目表 
ｷｰﾜｰﾄﾞ 

 

細目表以外
のｷｰﾜｰﾄﾞ 

 

主任研究者 
氏名 

（フリガナ）  

（漢字等）  

研究者番号  

所属研究機関  

部局  

職名  

住所 〒 

電話番号  

E-mail  

経理事務 
担当者氏名 

 
経理担当部局

名・連絡先等 

 

電話番号： 

E-mail： 

分担研究者 
氏名 

（フリガナ）  

（漢字等）  

研究者番号  

所属研究機関  

部局  

職名  

住所 〒 

電話番号  

E-mail  

経理事務 
担当者氏名 

 
経理担当部局

名・連絡先等 

 

電話番号： 

E-mail： 
※分担研究者は人数に応じて適宜記入欄を追加すること。  
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各年度別経費内訳 

＜全体分＞ （単位：千円） 

大項目 中項目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 計 

 

直 

接 

経 

費 

1.物品費 
設備備品費       

消耗品費        

2.旅 費 旅 費       

3.人件費 

 ・謝金 

人 件 費       

謝 金       

4.その他 
外 注 費       

そ の 他       

間接経費 

（上記経費の 30%以内） 
      

合 計       

（注）不要な年度の記入欄には、斜線を引くこと。 

 

＜主任研究者分＞ 

（単位：千円） 

大項目 中項目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 計 

 

直 

接 

経 

費 

1.物品費 
設備備品費       

消耗品費        

2.旅 費 旅 費       

3.人件費 

 ・謝金 

人 件 費       

謝 金       

4.その他 
外 注 費       

そ の 他       

間接経費 

（上記経費の 30%以内） 
      

合 計       
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（注）分担研究者分の記入欄は、人数に応じて適宜追加すること。 

  

＜分担研究者分：○○ ○○＞ （単位：千円） 

大項目 中項目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 計 

 

直 

接 

経 

費 

1.物品費 
設備備品費       

消耗品費        

2.旅 費 旅 費       

3.人件費 

 ・謝金 

人 件 費       

謝 金       

4.その他 
外 注 費       

そ の 他       

間接経費 

（上記経費の 30%以内） 
      

合 計       
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研究組織（主任研究者及び分担研究者） 

 氏名（年齢） 

研究者番号 

所属研究機関 

部局 

職名 

現在の専門 

学位（最終学歴） 

役割分担 

初年度 

研究経費 

（千円） 

エ フ ォ

ート 

（％） 

主
任
研
究
者 

 

  

    

  

分
担
研
究
者 

 

  

    

  

  

  

    

  

  

  

    

  

  

  

    

  
  

  

    

  

計 ○名 研究経費合計   
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別紙４ 
様式２ 応募内容ファイル  
 

１ 研究目的 

本欄には、研究の背景及び具体的な目的について、冒頭にその概要を記入した上で、適宜文献を引用しつつ記入してください。

なお、概要については、審査の際に使用するほか、採択が決定した際に食品安全委員会ウェブサイト等で公表します。 

また、次の点については、項目を分けた上で具体的かつ明確に記入してください。 

① リスク評価への必要性及びリスク評価に期待される効果 

② 達成目標（研究全体を俯瞰し、研究期間内に何をどこまで明らかにするかを箇条書き形式で記入してください。この達成目 

標は、中間評価及び事後評価の際に利用されます。） 

③ 得られた成果をいつどのような方法で公表する予定であるかを記入してください。 

（概要）（※３００字以内） 

 

 

 

 

 

 

（本文）（※８００字以内） 

 

 

 

 

 

 

（リスク評価への必要性及びリスク評価に期待される効果）（※６００字以内） 

 

 

 

 

 

 

（達成目標）（※目標毎に１００字以内） 

 

 

 

 

 

 

（得られた成果の公表） 
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２ 研究計画・方法 

本欄には、研究目的を達成するための具体的な研究計画及び方法について、冒頭にその概要を簡潔にまとめて記入した上で、年

度毎の計画に分けて（単年度の計画の場合は当該年度のみ）、各研究項目の進捗予定がわかるように具体的かつ明確に記入してく

ださい。分担研究者がいる場合は、主任研究者及び分担研究者の具体的な役割や分担して研究することの必要性・妥当性について

も記入してください。（※図表を含めてＡ４サイズ２枚。ただし、必要に応じて１枚追加すること（計３枚以内とすること）は可

能。） 

（概要） 

 

  



 

27 

 

３ 研究業績 

本欄には、これまでに発表した論文、著書、産業財産権（特許出願番号等）、招待講演のうち、本研究に関連するものを選定

し、researchmap からコピーするなどの方法により、現在から順に発表年次を過去にさかのぼって記入してください。なお、学

術誌へ投稿中の論文を記入する場合は、掲載が決定しているものに限ります。 

研究業績については、主に過去 5 年間の業績を中心に記入してください。ただし、それ以前の業績であっても。本研究に深く

関わるものやこれまでに発表した主要な論文等を記入しても構いません。 

例えば発表論文の場合、論文名、著者名、掲載誌名、査読の有無、巻、最初と最後の頁、発表年（西暦）について記入してく

ださい。以上の各項目が記入されていれば、項目の順序を入れ替えても構いません。著者名が多数にわたる場合は、主な著者を

数名記入し以下を省略（省略する場合、その員数と、掲載されている順番を○番目と記入）しても可とします。 
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４ 研究費の応募・受入等の状況・エフォート 
本欄には、本応募課題の主任及び分担研究者の応募時点における、（１）応募中の研究費、（２）採択されている研究費、

（３）その他の活動について、次の点に留意し記入してください。なお、複数の研究費を記入する場合は、線を引いて区別し

て記入してください。 

① 「エフォート」欄には、年間の全仕事時間を 100％とした場合、そのうち当該研究の実施等に必要となる時間の配分率
（％）を記入してください。 

② 「応募中の研究費」欄の先頭には、本応募研究課題を記入してください。 

③ 「（３）その他の活動」欄には、（１）応募中及び（２）採択されている研究費による研究活動以外の職務として行う研究活

動や教育活動等のエフォートを記入してください。 

④ 下記(１)、(２)、(３)のエフォートの合計は 100％にしてください。 

⑤ 必要に応じて行を挿入してください。また、不要な行は削除してください。 

 

＜主任研究者＞ 

（１）応募中の研究費（令和〇年〇月〇日時点） 

資金制度・研究費名 

（研究期間・配分機関等名） 
研究課題名 

（主任研究者氏名） 

役割 
(主任・分担

の別) 

令和７年度の 
研究経費 

(期間全体の額) 
(千円) 

ｴﾌｫｰ

ﾄ(%) 
研究内容の相違点及び他
の研究費に加えて本応募
研究課題に応募する理由 

【本応募研究課題】 

 

（R7 ～R ・  ） 

 
 
（      ） 

 
 
 
（    ） 

 
 
 
（総額   千円） 

 
 
 

 
 
（      ） 

 
 
 
（    ） 

 
 
 
（総額   千円） 

 
（２）採択されている研究費（実施中の研究費・実施予定の研究費）（令和〇年〇月〇日時点） 

資金制度・研究費名 

（研究期間・配分機関等名） 
研究課題名 

（主任研究者氏名） 

役割 
(主任・分担

の別) 

令和７年度の 
研究経費 

(期間全体の額) 
(千円) 

ｴﾌｫｰ

ﾄ(%) 
研究内容の相違点及び他
の研究費に加えて本応募
研究課題に応募する理由 

 
 
 

 
 
（      ） 

 
 
 
（     ） 

 
 
 
（総額    千円） 

 
 
 

 
 
（      ） 

 
 
 
（     ） 

 
 
 
（総額    千円） 

 

（３）その他の活動   エフォート： ○％ 
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＜分担研究者＞ 

（１）応募中の研究費（令和〇年〇月〇日時点） 

資金制度・研究費名 
（研究期間・配分機関等名） 

研究課題名 
（主任研究者氏名） 

役割 

(主任・分担

の別) 

令和７年度の 
研究経費 

(期間全体の額) 
(千円) 

ｴﾌｫｰ

ﾄ(%) 
研究内容の相違点及び他

の研究費に加えて本応募
研究課題に応募する理由 

【本応募研究課題】 

 

（R7 ～R ・  ） 

 
 
（      ） 

 
 
 
（    ） 

 
 
 
（総額   千円） 

 
 
 

 
 
（      ） 

 
 
 
（    ） 

 
 
 
（総額   千円） 

 
（２）採択されている研究費（実施中の研究費・実施予定の研究費）（令和〇年〇月〇日時点） 

資金制度・研究費名 
（研究期間・配分機関等名） 

研究課題名 
（主任研究者氏名） 

役割 

(主任・分担

の別) 

令和７年度の 
研究経費 

(期間全体の額) 
(千円) 

ｴﾌｫｰ

ﾄ(%) 
研究内容の相違点及び他

の研究費に加えて本応募
研究課題に応募する理由 

 
 
 

 
 
（      ） 

 
 
 
（    ） 

 
 
 
（総額   千円） 

 
 
 

 
 
（      ） 

 
 
 
（    ） 

 
 
 
（総額   千円） 

 
（３）その他の活動   エフォート： ○％ 
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５ これまでに受けた研究費とその成果等 

 

（例） 

資金制度名： 

期間（年度）：  年度～  年度 

研究課題名： 

研究代表者又は研究分担者の別： 

研究経費（直接経費）：  千円 

研究成果及び中間・事後評価結果： 

  

本欄には、主任研究者及び分担研究者がこれまでに受けた研究費（所属研究機関より措置された研究費、府省・地方公共団体

・研究助成法人・民間企業等からの研究費等。なお、現在受けている研究費も含む。）による研究成果等のうち、本研究の立案

に生かされているものを選定し、当該資金制度とそれ以外の研究費に分けて、次の点に留意してください。 

① それぞれの研究費毎に、資金制度名、期間（年度）、研究課題名、研究代表者又は研究分担者の別、研究経費（直接経費）
を記入の上、研究成果及び中間・事後評価（当該研究費の配分機関が行うものに限る。）結果を簡潔に記入してください。 

② 当該資金制度とそれ以外の研究費は区別して記入してください。 
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６ 倫理面への配慮 

 

 

  

本欄には、研究対象者に対する人権擁護上の配慮、研究方法による研究対象者に対する不利益、危険性の排除や説明と理解（イ

ンフォームド・コンセント）に関わる状況、実験動物に対する動物愛護上の配慮などについて、所属機関の規定や審査の有無等を

含め記入してください。倫理面の問題がないと判断した場合には、理由と併せてその旨記入してください。 
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７ 研究経費の費目別内訳 
当該研究計画に必要な研究経費について、年度別に以下記載の費目毎に品名（事項）及び金額（千円単位）を記入してください

（千円未満の端数は切り捨ててください）。３年間以上の研究の場合は、費目ごとに適宜行を追加の上記入してください。 

若手研究者の自発的な研究活動等に係る人件費、大学院生（特に博士課程（後期）学生）に対する RA 経費、主任研究者の人件

費及び主任研究者の研究以外の業務の代行に係る経費の支出を計画している場合は、各費用を記入してください。また、主任研究

者の人件費の支出に関しては、適正執行のための体制整備状況、学内規程及び活用方針を提出してください。 

 

＜主任研究者＞ 

 (1)設備備品費  

年度 品名・仕様 （数量×単価） 金額（千円） 

７ 

 

 

 

 

 

 

計  

８ 

 

 

 

 

 

 

計  

 

(2)消耗品費  

年度 品名 金額（千円） 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

 

(3)人件費・謝金  

年度 事項 金額（千円） 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  
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 (4)旅費  

年度 事項 金額（千円） 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

 

 (5)その他※  

年度 事項 金額（千円） 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

※外注費、印刷製本費、会議費、通信運搬費、光熱水料、その他(諸経費)及び消費税相当額をいう。 
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＜分担研究者：○○ ○○＞ 

 (1)設備備品費  

年度 品名・仕様 （数量×単価） 金額（千円） 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

 

８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

 

(2)消耗品費  

年度 品名 金額（千円） 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

 

(3)人件費・謝金  

年度 事項 金額（千円） 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  
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 (4)旅費  

年度 事項 金額（千円） 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

 

 (5)その他※  

年度 事項 金額（千円） 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

※外注費、印刷製本費、会議費、通信運搬費、光熱費



 

36 

 

                          別紙５ 
e-Rad による応募について 

 
１ e-Rad について 

 「e-Rad」とは、府省共通研究開発管理システムの略称で、Research and Develo
pment（科学技術のための研究開発）の頭文字に、Electric（電子）の頭文字を冠し

たものであり、各府省が所管する競争的資金制度を中心として研究開発管理に係る一

連のプロセスをオンライン化する府省横断的なシステムをいいます。   
 

２ e-Rad の操作方法に関するお問い合わせ先 

e-Rad の操作方法に関するお問い合わせは、下記のヘルプデスクにて受付けます。 
e-Radのポータルサイト（以下「ポータルサイト」という。）のほか、「よくある質

問と答え（FAQ）ページ」もよく御確認の上、お問い合わせください。なお、審査状

況、採否に関するお問い合わせには一切回答できません。 

〇 ポータルサイト：https://www.e-rad.go.jp 
〇 食品安全委員会ウェブサイト(参考)：https://www.fsc.go.jp/chousa/kenkyu/  

（参考：お問い合わせ先一覧） 

e-Radの操作方法に

ついて 
府省共通研究開発管理システ

ム（e-Rad）ヘルプデスク 

0570-057-060（ナビダイヤル） 
（受付時間帯） 
9:00～18:00(※) 

(ナビダイヤルが御利用になれない場合は 

03-6631-0622におかけください。) 

制度・事業及び応募

書類作成・提出に 
関する手続き等につ

いて 

内閣府食品安全委員会事務局 
評価第一課 調査・研究係 

03-6234-1119又は1123（直通） 
（受付時間帯） 
9:30～12:00、13:00～16:00(※) 

e-Mail：fscj-research.v3m@cao.go.jp 

※土・日・祝日を除く。 
 
３ e-Radの利用に当たっての留意事項 

（１）e-Radによる応募 
ポータルサイトから行ってください。操作方法に関するマニュアルは、ポータ

ルサイトから参照又はダウンロードすることができます。利用規約に同意の上、

応募してください。 
 

（２）e-Radの利用可能時間帯 
平日、休日ともに０：００～２４：００です。 
ただし、上記利用可能時間内であっても保守・点検を行う場合、e-Rad の運用を

停止することがあります。e-Rad の運用を停止する場合は、ポータルサイトにてあ

らかじめお知らせします。 
 

https://www.e-rad.go.jp/
https://www.fsc.go.jp/chousa/kenkyu
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（３）研究機関の登録 
研究者が研究機関を経由して応募する場合、「主任研究者」及び「主任研究者が

所属する研究機関」並びに「分担研究者」及び「分担研究者が所属する研究機関」

が、応募時までにe-Radに登録されている必要があります。 
研究機関の登録方法については、ポータルサイトを参照してください。登録手続

に日数を要する場合がありますので、２週間以上の余裕をもって登録手続を行って

ください。なお、一度登録が完了すれば、他制度・事業の応募の際に再度登録する

必要はありません。また、他制度・事業で登録済みの場合は再度登録する必要はあ

りません。（ここで登録された研究機関を所属研究機関と称します。） 
 

（４）研究者情報の登録 
研究課題に応募する主任研究者及び研究に参画する分担研究者は研究者情報を登

録し、システムログインID及びパスワードを取得することが必要となります。研究

機関に所属している研究者の情報は所属研究機関が登録します。 
 
（５）個人情報の取扱い 

応募書類に含まれる個人情報は、不合理な重複や過度の集中の排除のため、他府

省・独立行政法人を含む他の研究資金制度・事業の業務においても必要な範囲で利

用（データの電算処理及び管理を外部の民間企業に委託して行わせるための個人情

報の提供を含む。）することがあります。 
 

４ e-Radで応募書類を提出する際の留意事項 

（１）応募書類様式のダウンロード  
本事業の内容を確認の上、以下URLから所定の様式をダウンロードしてください。 
https://www.fsc.go.jp/chousa/kenkyu/kenkyu_koubo/kenkyu_r7_kouboyouryou.html  

 

（２）ファイル種別 

電子媒体の様式は、e-Radにアップロードする前にPDF形式に変換する必要があ

ります。PDF変換はログイン後のメニューから行ってください。また、同じくメニ

ューから変換ソフトをダウンロードし、パソコンへインストールしてお使いいただ

くこともできます。外字や特殊文字を仕様した場合、文字化けする可能性がありま

すので、変換されたPDFファイルの内容を必ず確認してください。利用可能な文字

については、研究者向け操作マニュアルを参照してください。 
 

（３）画像ファイル形式 
応募書類に貼り付ける画像ファイルの種類は、「GIF」、「BMP」、「JPEG」

又は「PNG」形式としてください。それ以外の画像データ（例えば、CADやスキ

ャナ、PostScriptやDTPソフトなど別のアプリケーションで作成した画像等）を貼

り付けた場合、正しくPDF形式に変換されません。画像データの貼り付け方につい

ては、研究者向け操作マニュアルを御参照ください。 
  
 

https://www.fsc.go.jp/chousa/kenkyu/kenkyu_koubo/kenkyu_r7_kouboyouryou.html
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（４）ファイル容量 
e-Radにアップロードできるファイルの最大容量は10MBです。 

  
（５）応募書類のアップロード 

応募書類は、各様式をPDF形式に変換し、１つのファイルにまとめた上でe-Rad
にアップロードしてください。 

 
（６）所属機関の承認 

「主任研究者」から所属機関にe-Radで申請した段階では応募は完了していませ

ん。所属機関の承認手続を必ず行ってください。 
 

（７）受付状況の確認 

  応募書類の受理確認は、e-Radの「受付状況一覧画面」から行うことができます。

応募受付期間終了時点（令和７年８月５日（火）１７時００分）で、「受付状況一

覧画面」の受付状況が「配分機関処理中」又は「受理済」となっていない場合は、

応募は無効となります。受付締切日までに「配分機関処理中」にならなかった場合

は、所属機関へ至急連絡してください。 
 

（８）提出後の応募書類の修正 
いったん提出した応募書類を修正するには、受付期間内に「引戻し」操作を行い、

修正した後に再度提出する必要があります。具体的な操作については、研究者向け

操作マニュアルを御参照ください。 
 

（９）その他 

上記以外の注意事項や内容の詳細については、ポータルサイトに掲載しておりま

すので、御確認ください。 
 

（注１）応募書類はe-Radによる提出のみを受け付けることとし、紙媒体での提出

は不要とします。 
（注２）応募受付期間終了間際はe-Radのシステム負荷が高く、申請に時間がかか

る、完了できない等のトラブルが発生する場合がありますので、応募書類の

作成には時間的余裕を十分にとって申請を完了してください。  
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別紙６ 
評価項目及び評価基準 
（注：食品安全委員会食品健康影響評価技術研究の評価に関する指針（平成 23 年２月７日調査・研
究企画調整会議決定）の第２の２に言及する評価項目及び評価基準から転記した。） 
 
（事前評価） 

評 価 項 目 評 価 基 準 

Ⅰ 研究の必要性 

 
研究領域の趣旨に沿った研究内容となっているか評価する。 

 １ 食品健康影響評価に関する研究であること 
 ２ 研究内容の科学的、技術的意義について 
 ３ 関連する研究の実施状況を踏まえ、独創性、新規性等について 

Ⅱ 研究の妥当性 

 
以下の点に関する研究体制及び研究計画、研究遂行の妥当性について評

価する。 
 １ 研究の体制（主任研究者、分担研究者の役割分担） 
 ２ 主任研究者等の既往の成果、能力 
 ３ 研究の計画、方法 
 ４ 研究の実施期間における遂行の可能性 
 ５ 費用対効果 

Ⅲ 
期待される研究
成果の有用性 

 
期待される研究成果の活用性とその有用性について評価する。 

 １ 既往の成果、研究手法等を勘案し、研究目標の実施期間内における
達成可能性について 

 ２ 食品健康影響評価への貢献等の可能性について 
 ３ 研究の成果の発展可能性について 

 

（中間評価） 

評 価 項 目 評 価 基 準 

Ⅰ 研究の妥当性 

 
以下の点に関する評価時点における妥当性、今後の研究体制及び研究計

画の妥当性について評価する。 
 
 １ 研究の体制（主任研究者、分担研究者の役割分担） 
 ２ 研究の計画、方法 

３ 研究の実施期間における遂行可能性 
４ 費用対効果 

 

Ⅱ 
期待される研究
成果の有用性 

 
評価時までの目標の達成度及び期待される研究成果の活用性とその有用

性について評価する。 
 
 １ 研究目標の実施期間内における達成の可能性について 
 ２ 食品健康影響評価への貢献等の可能性について 
 ３ 評価時までの論文（投稿中のものを含む）、特許（申請中のもの 
  を含む）、学会発表等の研究の成果について 
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（事後評価） 

評 価 項 目 評 価 基 準 

Ⅰ 研究の妥当性 

 
以下の点に関する研究終了時までの研究計画（事前・中間評価での指摘

事項が適確に反映されたかを含む）の妥当性について評価する。 
 
 １ 研究の体制（主任研究者、分担研究者の役割分担） 
 ２ 研究の計画、方法 
 ３ 研究の実施期間 
 ４ 費用対効果 
 

Ⅱ 
研究目標の達成
度 

 
研究目標の達成度について評価する。 

 
 １ 研究開始時までの成果と実施した研究手法を勘案し、当初設定した

研究目標の達成度について 
 ２ 論文（投稿中のものを含む）、特許（申請中のものを含む）、学会

発表等の研究の成果について 
 

Ⅲ 
研究成果の有用
性 

 
食品安全分野における研究成果の活用性とその有用性について評価す

る。 
 
 １ 食品健康影響評価への貢献等について 
 ２ 科学的、社会・経済的意義について 
 ３ 今後の研究の発展性について 
 

 

 


	はじめに
	第１　公募課題
	第２　応募方法
	１　応募受付期間
	２　応募資格
	３　応募の制限
	（１）競争的資金の不正使用及び不正受給を行った場合の制限
	（２）研究上の不正行為を行った場合の制限

	４　応募書類の作成・提出
	（１）応募書類様式及び入手方法
	（２）応募書類様式の作成方法
	（３）応募書類の提出方法


	第３　研究の対象課題の選定
	１　スケジュール
	２　審査の方法及び手順
	（１）採択候補研究課題の選定
	（２）採択課題の決定
	（３）研究課題の採否の通知

	３　不合理な重複及び過度の集中の排除の方法及び措置

	第４　委託契約の締結等
	１　契約方式
	２　契約に必要な書類
	３　研究委託費の範囲等

	第５　法令・指針等の遵守
	第６　研究費の不正使用・不正受給及び研究不正行為の防止等
	１　研究費の管理・監査に係る体制整備
	２　研究不正行為の防止
	３　研究費の不正使用・不正受給及び研究不正行為が行われた場合の措置

	第７　研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研究インテグリティの確保
	第８　研究成果の評価と取扱い
	１　中間評価
	２　事後評価等
	３　研究成果の取扱い

	第９　その他
	１　個人情報の取扱い
	２　e-Radからの内閣府への情報提供
	３　健康危害情報の通報
	４　研究者情報のresearchmapへの登録

	別紙１
	課題（１）ベンチマークドーズ法（BMD法）をリスク評価へ活用する研究
	る研究
	【概要】

	別紙２
	競争的資金の適正な執行に関する指針

	別紙３
	様式１　研究計画調書

	別紙４
	様式２　応募内容ファイル

	別紙５
	e-Radによる応募について

	別紙６
	評価項目及び評価基準


